



大 澤 定 順
第1節 問題の所在
平 成7年 版 国民 生 活 白書(以 下7年 版 と略称)
は,従 来 の 「や や もす ると特 定 の生 き方 を モデル
とす るよ うな」(1)政策 姿勢 を,戦 後 日本 が達成 し
た経済 的豊 か さにふ さわ しい 「人 々 の多様 で豊 か
な生 き方 を支 援 す るよ うな」〔2}もの に転 換す る必
要 を説 いた。 ところが詳 し く検討 す ると,7年 版
お よびそれ以 降 の国民 生活 白書 に も旧来 の政策姿
勢 を想起 させ るよ うな叙述 が 目立 っ(第2,3節)。
政 策姿勢 の転 換 は十分 には実 行 されて いな いの で
あ る。転 換 が求 め られ る政策 姿勢 に は,判 断変更
の理 由を明示 しないで,日 本 型経済 システ ムの備
え る一定 の経済 合理性 を強調 す るそれ までの立場
を 「改革 」!3)を強調 す る立場 へ と大 き く変 え た平
成9年 版経 済 白書 のよ うな言説 の あ り方 も挙 げて
よ い。 いずれ も日本型経 済 システムの一環 と して
の過 剰 な公 的規 制が行 われ て きた ことの後遺症 で
あ る。政府 の言説 は,ど ん なに控 えあな ス タ ンス
を と った と して も国民生 活 に大 きな影響 を与 え る
ことは避 け られな い。 間違 った見通 しで人 々を特
定方 向 に誘導 す るよ うな過 ちをおかす こ とのな い
よ うに注意 した正 確で バ ラ ンスの とれた分析,叙
述 が求 め られ る。 政府 の言 説 か ら社会規 範 にっ い
て の価値判 断 の要素 を完 全 に取 り除 くことはで き
ない し,そ の必要 もないが,ど の よ うな価値判 断
バ イ アスを叙 述 にか けて いるかを明確 に して政府
の立場 を提示 す ることが 目指 され るべ きだ。 も し
判断 立場 を変更 す るな らそ の根 拠 を明示す るこ
とは最 低限必 要 な条件 で あ る。
で は,ど の よ うな思 考 の枠 組 みが従来 の政策姿
勢 の基礎 をな してい るのか。私見 で は,7年 版〔4似
来採用 され て いる独特 の家族 論 にひ とっ の手 がか
りがあ る。 それ は現代 家族 の機 能低下 を強調 し,
家事労働 の果 たす機能 を著 しく低 く評 価す る もの
で あ る。 サ ラ リーマ ン化 と専業 主婦化 は同伴現 象
で あ り(5},従来 は 「男 性 の仕 事 は収入 を得 る こと,
女 性 の仕事 は家 庭 と家族 の面倒 を み るこ と」⑥,つ
ま り家事労 働 は 「女性 の仕 事」 とされて きたのだ
か ら,こ うした家族論 に は女性 を軽視 す る性差 別
バ イア スが強 く疑 われ る。 少子化 問題 を議論 す る
言 説 と して は致命 的 な ことに,国 民 生活 白書 か ら
は,男 女 を問 わず大人 が 自分 の身 の回 りの ことを
自分で した り,家 族 で協力 しあ って子 ど もの世 話
を した りす る時 間的 な豊 か さを享受 す るよ うな国
民 生活 の姿 は ま った く見 えて こない〔7)。家庭責 任
とい う概 念 は限 りな く空 洞化 して お り,「 会 社 人
間」 の合 理性(8)とい う論 点 だ けが浮 か び上 が って
くる。 国民生 活 白書 は無償労 働 の評 価額試算 に一
応 は言及 す るが9政 策姿 勢 には ま った く生 か され
て い な い。女 性 の就 労 に 中立 的 な制度 を 備 え た
「新 しい社会 システム」〔10}も,「高齢 化社会 を支 え
る貴重 な労働 力」㈹ と して の 「女性 間 の公平 」naの
問題 と して しか提 案 されな い。 「個 々の女 性 が多
様 な選 択肢 の中で 自己実現 が追 求 で き,そ の能 力
を十分 に発揮 で き るよ うな社会 」〔1鋤を謳 うのな ら,
家事労 働 を軽視 した り,女 性 の役割 を軽視 した り
す るバ イア ス,性 別 で個人 を非 対称 に扱 う意識 を
政府 自身が改 め るべ きで あ る。 た とえGDPに 算
入 されな くて も,そ の と きどきの社会 的枠組 み の
なか で各人 が選 んで い る私事 と しての生 活 の重 み
を評価 す る個 々の価値観 はそれぞれ がか けがえ の
な い もので あ る。私事 につ いて民間部 門 の 「選択」
を尊重 す る,真 に中立 的な政策 姿勢 こそが求 め ら
れ る。
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互 いの生 き方 に寛容な豊 かな社会 を論 じなが
ら,実 は政府 自身 は 「所得自体 に極めて大 きな意
味があ」(1。った時代の価値観をそのまま継承 して,
個人 の 「選択」を尊重 しない過剰 な介入姿勢を維
持 している。経済的な価値を偏重 した硬直的な姿
勢 は,経 済合理性や効率性の妥当な位置づ けをか
えって見失 わせて しま う。豊かな社会 にふ さわ し
い 「選択」の質を確保 し,自 己責任の強調15を空虚
な掛 け声 に終わ らせないためには,政 府の言説の
信頼性を含む 「公共性」の質 を高める必要がある。
旧態依然 と した強引な政策手法を基礎づ けるよう
な役割を白書類が負わされている現状には改善の
余地が大 きい。
第2節 家事労働のない家族:働 く/働 か
ない女性?
7年 版は 『戦後50年 の自分史一多様で豊かな生
き方を求めて』 とい う副題で公表 された。 日本 は
戦後50年 に目覚 ましい経済的成果 を挙 げ生活水
準が向上 したのに 「豊か さを実感で きないという
意見」U9が強い原因 として 「消費 と生産 における
際限のない横並び競争1のに注 目し,「人 と異 なる生
き方を,自 らも求め他者 に許容する生 き方が,豊
か さを実現す るたあに必要 とされ る轡 と結論づ
けた。意識や行動様式に立 ち入 った議論 の細部 に
っいては表層の変化 をとらえて世代論や女性論/
男性論 とする危 うさ(19}があるし,「物の豊かさより
心の豊か さ」¢0とい った単純 な二分法に拠 ってい
ることも見逃せない欠点である。 しか し,特 定 の
生 き方 をモデル扱 いす るよ うな従来 の政策姿勢
を,多 様な生 き方を支援す る政策姿勢へ と転換す
るというのは,国 民生活 の枠組み変更 についての
重要 な提案 として注 目される⑳。
専業主婦 を 「優遇」㊧す る税制や年金制度を,女
性の就労 にっいての 「選択 に中立的」㈱な 「新 しい
社会 システム」 に改めることを提案する9年 版の
議論 は,新 しい政策姿勢 を反映 している。 ここで
確認 した いの は,「外で働 くか否か」⑳ は もちろ
ん,「家庭内分業」圏 のあり方 も女性/男 性の自己
決定が尊重 される 「私事」㈱であるとい うことだ。
従来 は,家 庭科 を女子専修 とする教育制度㎝ほか
の政策措置が とられ,性 別分業する 「伝統的家族」
に一種 の公的な位置づけ,過 剰な意味づけが与え
られ,「 私事」 性が著 しく損 なわれてきた。 した
が って政府が中立性 を打ち出 したことは歓迎され
る。 もし政府 による過剰な意味づけがな くなれば
「結婚 して,カ ップルの一方が家事 に特化する」と
いう家庭内分業についての選択 は,男 女 ともに,
自分 の価値観 や経済的な制約にもとつ いて生涯 の
時間を市場労働 と家事労働,余 暇にどう振 り向け
るのか,ペ アを組 むとしたらどんなふ うに協力 し
あ うのかといった ことを考えて行 うごく普通の選
択の1っ になる。 もちろん選択 にあた って は伝統
的な社会規範が考慮に入れ られるだろ うが,そ れ
はどんな 「選択」 にもっきまとう外部性で しかな
い。人的資本投資は各人 の生涯にわたることにな
る重要な選択だか らこそ,優 遇措置を含めた政府
の介入 は有害で しかない。各人が 「自分の負担で」
している選択 については 「ライフスタイルの違い
を尊重する」 という社会生活 における普通の作法
が適用 され,個 々のカ ップルの家庭内分業する/
しないという選択 も私事 としての尊厳を取 り戻す
ことがで きる。
ただ し,既 成の枠組 みでは政府が 「生 き方」に
まで介入 して過剰な規範的な意味づけを して 「選
択」を誘導 して きた ことをきちんと記憶に とどめ
て,丁 寧 に新 しい システ ムに移行 しなけれ ば,
人々の 「選択」を尊重す る新 しい政策姿勢 の名 目
は生かされない。従来は性別分業思想が公的な領
域にまで持 ち込まれ,女 子労働者 には 「ほとんど
適用 され」⑳ない雇用慣行が 「日本的」と呼ばれる
状況が政策的にも 「支える仕組み」⑳ で公認 され
てきた。国際的 に見て大 きな男女間賃金格差⑬①が
見 られ,「外で働」eDこうとす る女性の経済的 自立
の機会が狭め られて きた一方で,家 庭内分業 につ
いての選択が私事性を損なわれて きたことか ら,
専業主婦 「優遇」制度をあ ぐる議論には男女を問
わず互いの生 き方 に干渉するような不毛 な対立が
見 られた0と ころが政府 は男女賃金格差を 「女
性が男性並 みに働 いている」⑬ 指標 と して用いて
性差別要因を完全 に無視す る姿勢 を示 し,実 質賃
金の上昇率の高 さ,失 業率の低 さをとらえて日本
家事労働のない生活:国 民生活白書のみた現代家族 3
の女子労働者 の雇用情勢 は 「欧米 との比 較で これ
まで良好 だ った」Cullとい う。さ らに 「働 く妻 が増加
し,家 族 の精 神的 な結 びっ きの重要性 が高 ま って
い る中で,家 族 の絆 を保 つため に,家 族一 人一 人,
特 に夫 と妻 が従来 の役 割分担 に と らわれ ることな
く,努 力す ることが求 め られて いる」㈲ と私事 で
あ る家庭 内分業 の見 直 しにわざわ ざ言及 し,新 し
い 「モデル」 を設 定 しよ うとす る根強 い性 向を示
す。 丁寧 な移行 を 目指 して いる様子 は うかがえ な
い。
こう した政府 の姿勢 を基 礎づ けてい るのは,国
民生 活 白書 に7年 版以来採 用 され てい る独 自の家
族 論 で あ る㈱。性 別分 業家族 が モ デル扱 い され た
従 来 の枠組 みで は,家 事 労働 は 「女性 の仕事」 と
位置 づ け られて きた。以 前 ほ どに は家族 が幅広 く
生産 機能 を果 たす ことはな くな った に して も,ま
た どん な に 「外 部 化」⑳ して も単 身 者 を含 め た
様 々な ス タイルの家族 の 「安 らぎ潤 の ある生活
のため には一定 の質 と量 の家事労 働時間 の入 力が
必要 で あ る。 「年齢 の若 い人 ほ ど 「子 はか すがい」
意 識が薄 れて いる」(39)として も,出 産 ・育児 に は
多大 の時 間資源が必要 な事 情 には変 わ りが ない。
経 済 的補完 機能 が薄 れ た㈹現代 家族 といえ ど もそ
うい う物心 両面 の共 同性 を もつ場 なの に,7年 版
はサ ラ リーマ ン化,少 子化,核 家族化 をそのま ま
家 族 の生 産,養 育,介 護 機 能 の低 下 と して と ら
え㈲,現 代 家族が 「精 神的機能 に純 化」吻 しつつあ
ることを強調 す る。いわば 「家事労働 の ない家族」
が営 む 「家事労働 の ない生活」 を国民生活 の理 念
型 と して取 り出す立場 であ る。 こう して 「新 しい
社会 システ ム」で は,家 事労働 は 「従事」⑬ した り
「引 き受 け」㈹た りす る もので,「 働 く」ことは就労
とほ とん ど同義 とされ る(95)。「社会 で収 入 を得 て働
く」町 外 で働 く」の よ うに家事労 働 とい う 「仕事 」
を意識 した言 い回 しも時折見 られ るが,家 事労働
は 「仕事」で はな く,家 事 労働 に 「専念」㈲す る女
性 は 「働 く女性」 で はない とい うわ けだ。 日本 で
は男性 の家事労 働 時間 が非常 に短 い こ と幽を考 え
ると,こ う した扱 いには女性 が引 き受 けて きた役
割 を著 しく軽視 す る性差別 のバ イア スが強 く疑 わ
れ る。9年 版 が 「新 しい社会 システ ム」論 を 「女性
の」問題 とす る視点 で ほぼ一貫 させて い る㈹の も
性別分業 を固定す る発想 その もので あ る。
少子化対 策 を論 じる言説 と して は致命 的 な こと
に,国 民生 活 白書 は 「子 ど ものい る生活 」 をバ ラ
ンス よ く位 置づ け られな いで い る。 日本 の男性 は
「帰宅時 間の遅 さに加 え,単 身赴任 が増 えて,家 庭
内で夫 が過 ごす時間 は少 な」(50)いの に,「 夫 が不在
の とき,子 どもの面 倒 を見 てい るの は一体誰 なの
か」と問 い返 さな い伍1}。「頼 りに されて い る父親」団
が単 身赴任 して も 「安 らぎを与えて くれ る家族 か
ら離 れて一人 暮 らしをす る こと,働 きなが ら身 の
回 りの世話 をす る こと自体 も夫 にと って大 きな負
担鐸 とい う程度 の負担 に しか思 い至 らな い。 教
育機能 の外 部化(塾 通 い)を と らえて,「 親 は昔 と
比 べて も子 供 に多 くを望 む よ うにな ったが,与 え
ることがで きるの は教 育費程度 であ る」㎝ 「親 が子
に伝 え られ るもの は少 な くな ってい る轡 と言 う。
「親が子 に伝え るもの」は 「高学歴化 とサ ラ リーマ
ン化 が完了 すれ ば」㈹ 復活 す る程度 の もの と想定
されて お り,い つ の時代 に も,親 が子 に伝 えて き
て いる愛情,人 間性 の洒養 や社会道徳 とい った価
値 の重要性 が政府 にはま った く重視 されて いない
ので あ る。 た とえ育児支援 が充実 して いて も,親
と しての役 割 を果 たすの は決 して容易 で はない こ
とが,こ うした言説 を採用す る政府 には とうてい
理解 で きない。家庭 や親 の役割 と責 任 を不 当に軽
視 す るバ イア ス駒ま改 めた ほ うが よい。 また,「 高
学歴 を持つ ことによ り,と りあえず学歴 とい う分
野 にお いて人並 み以上 にな り」働 とい うの は,非
「高学歴 」者 を疎外 して,横 並 びを煽 る不適切 な も
ので あ る。 国民生 活 を論 じる白書が平然 とこ うし
た言葉遣 いを選んで しま う現状 には改善 の余地 が
大 きい。
この よ うな家族観国民 生活観 しか もたない政府
が,社 会 に対 して 「著 しく大 きな負 の外 部効果」L59)
を援用 して,晩 婚化少 子化 とい うも っとも私事性
の高 い 「選択」 に対 して介入 して くるのだか ら,
「働 く女性 」や 「少子化 」を名 目 と した政策が,中
立 性 を標榜 しなが ら,従 来 と同様 の 「過剰 さ」 を
発揮 して国民生 活 を撹乱 す る ことが危惧 され る。
結 局 の ところ政 府 は人 々の 「選択」 の重 みを了解
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してお らず,GDPに 算入 されない 「家事労働」や
「生活」を 「評価」する用意 もないままに 「新 しい
社会 システム」 論を提案 しているお㊥。 価値観 の多
様化を認める姿勢や寛容 さに欠けているのは政府
自身なのではないかと強 く疑われ る所以である。
国民生活白書 は指摘 しよ うとしないが,性 別分
業 とい う 「選択」は家族の共同性に関わ る問題を
一定の合理性を もって解いており,今 後 も必要 と
好みに応 じて一時的 もしくは生涯にわたって専業
主婦/主 夫 という選択 は見 られ るだろう。優遇措
置 もモデル扱い もない ときに 「外で働 く」女性が
いたのと同様の ことである。家事労働を軽視す る
家族論 は,そ ういう多様性を互いに尊重 し合 う豊
かな社会 を展望 できない ものであ る。「伝統的な
家族」をモデル扱いする立場 を変更す るといって
も,「家族 を持たない人が増え,離 婚,ひ とり親世
帯,婚 外子の増加など伝統的な家族の解消 にっな
が ってい くことも予想 され る測 とまで言 う必要
はないので はないか。振幅が極端すぎる。様 々な
家族観があることを互 いに認 め合 う共生の作法を
支える,控 えめで安定 した姿勢 こそが政府 にはの
ぞまれるところである。
第3節 経済合理性 という規範 「会社人
間」 の合理性?
9年 版は,女 性 の職場進出を 「時代の大 きな流
れ」働 として 「個人 も,企 業 も,政 府 も,今 後 の生
活設計,ビ ジネスのあ り方の設計,政 策 ・制度の
設計を,こ の流れに沿 って行 ってい く必要があ」㈹
るとい う。 日本的雇用慣行を 「女性 に開かれたも
のに」働 す るという名 目には反対 の余地がない。
しか し,「高齢化社会を支 える貴重な労働力」とし




方の提供や 「や り直 し」「仕切 り直 し」が きく仕組
みの確立の要求 を高め」鋤「こうした仕組みの確立
は,男 性労働者 にとって も多様 な選択の機会を提





に行 っている暁 政府 は既成の 「日本的」雇用慣行
への優遇措置を廃止 して中立的 なスタ ンスを と
り,性 差別 のよ うな明 らかな 「違反」を改あさせ
るだけでよいのに,企 業が長期雇用を守ろうとす
る 「方針 とは対照的に,労 働者 は余 り会社を信頼
して いない」㈹ ことをわ ざわざ強調 したりする。
性別分業見直 し論 と同型 の,強 引な政策手法が こ
こで も発揮 されている㈹
「規模 の経済があ る限 り,サ ラ リーマン化 は必
然」㈱な ら,「労働者に求め られる社外通用能力」㈲
を定義するのは難 しく 「一般に労働移動が高 まる
としても,企 業内で核 となる労働者にっいては長
期雇用等 の日本 的雇用慣行が適用 され続 ける」㈲
とい うの は妥 当な予想で ある。前節 で見 たよ う
に,政 府 は現代家族 に もある家庭責任 の重 さを
す っか り空洞化 して とらえて いるので,「 会社人
間」を相変わ らずモデル扱いすることができ,「新
しい社会 システム」で も男性 は週末に少 しは家事
を手伝 う㈲くらいで しかない 「会社人間」で,「 意
欲」㈹があれば女性 も 「技術や経験を」㈲生か して
働 いてい る。若 い女性 が門前払 いされ ることは
減 っても,「核 となる労働者」として扱われ るたあ
の競争には相変わ らず厳 しい ものがあるだろ う。
今 と大 して変わ りばえの しない社会が展望 されて
いる。 日本的雇用慣行の もとでの著 しい統計的差
別が改 まれば男女間賃金格差 は縮小するが,市 場
メカニズムに過大 な平等化作用は期待で きないか
ら⑱,こ れ自体は率直な予想である。
「日本的雇用が,す べての雇用者 に適用 されて
いるのではないにしろ,そ れが社会の安心をっ く
り出 して きた」㈹と認識 しなが ら,「能力主義化」⑳,
雇用環境 の厳 しさを⑳言 い過 ぎるの は,「会社人
間」(と その家族)の 不安を煽るもので しかない。
「企業 に心身共に帰属す る」幽 「会社中心 の ライ フ
スタイル」⑬を とる 「会社人間」には 「年次有給休
暇 をなかなか とらない ことやサー ビス残業」⑳ で
「家庭 をおろそかに しがちにな ったり,余 暇生活
が不満足 になる即 だけでなく,「他社で も通用す
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る」㈱ よ うな時間的 ゆ と りはなか ったか らで ある。
そ もそ も,過 労死 が社会 現象 にな るよ うな 「会 社
人 間」 とい う生 き方 を,日 本 的雇 用慣行 の もとで
の競争 システ ムに対応 した 「合理 的 な選択 ・行 動
とい う面 が あ るこ とを否定 で きない」⑳ と,個 入
の合理性 のみ に帰 す るよ うな論 法 は 「会社人 間」
の重要 な側面 を見落 と して い る。 そ うい う生 き方
が,敗 戦 か らの急速 な復興 そ して成長 とい う社 会
全 体 の 目標 に合 致 し,労 使慣行 で,か つ家族 のた
め に もな る とい う強力 な規範 的 な意 味 あいを もっ
て各個 人 に内面化 され る時代 が あ った劔。 だ か ら
こそ 「政策 的 に もそれ を支 え る しくみ」㈲ が あ っ
た のであ る。「功利 的な動機」㊥①のみを連想 させ る
言 葉遣 い は 「歴史 的 な経済 合理性 」ql)のもつ深 い
意味 を見失 わせ る もので あ り,慣 行 の変更 に伴 う
不利益 を人 々 に受忍 して も らうに は不適 当な表現
で あ る。 政府 が経済合 理性 を重視 す るの は当然 だ
が,経 済的価 値 のみを偏重 せず に,他 の価値 につ
いて もバ ラ ンスよ く考 慮す るよ うで なけれ ば,ど
ん な社 会で も経済合理 性 に一 定 の位 置 づ けが あ る
ことまでが人 々に受 け入 れ られな くな る。 そ う し
て合理 的 な改 革 までが進 まな い こと こそが危惧 さ
れ る。
「会社 人間」 と して生 きる とい う 「選択 」 は,
様 々 な理 由 で 個 人 レベ ル で は今 後 もあ り うる働
が,そ れ が大 量 に観 察 されて モデ ル扱 い され る時
代 とい うの は特別 な もので あ り,明 治以 降 の 日本
はそ うい う時代 を経 験 した社会 で ある。 そ こでの
「選択」 が現在 時点 で は画一 的 に見 え た と して も,
人 々 は既成 の枠組 み に即 して それ ぞれの選択 を積
み重 ね て きた ことを忘 れ るべ きで はな い。人 々 の
「選択」 の重 みを考 えれ ば,軽 率 に人 々の 「生 き
方 」 に モ デ ル を設 定 す る よ うな政 策 は とれ な い
し,政 策姿勢 を改 め るにあた って も既 成 システ ム
の見直 しを過剰 に言 い立 て て,人 々の不安 を偏 る
よ うな言 説 を採用 す ること はあ りえな い。 ところ
が実際 に は政府 は民間部 門 に過 剰 に介 入 して誘 導
して きた経 緯 その まま に,既 成 の システムの見直
しについて も過剰 に言 い立 てて 「生活 の再設計 」⑬
を強 く促 し,人 々の 「不満 や不安」鯛 を煽 る。 「自
己責任」 で生活設 計 す るに も,大 きな枠組 み変更
5
へ の個 別 の対応 に は限界 があ る。市 場労働 にせ よ
無償労 働 にせ よ 「仕事 」 をす るたあの人 的資本投
資 に は時間 も費用 もかか り,そ の 「選択」 は各人
の生 涯 にわた って影響 を及 ぼす。 そ うい う事 情 か
らすれ ば当然 の人 々の 「不 満や不安 」 が政 府 の 目
に は 「自分 自身 の生 活 につ いて安定 的 な価 値基準
を もってい ない こと」651や 「安心 には限 りが な い
遡 ことによ る 「漠 然 と した不満」1971「漠然 と した不
安 」9困と映 って い る。 価値 観 の多様化 を受 け入 れ
る寛容 さ も しくは見識 が政 府 に こそ不十分 な こと
が危惧 され る。過剰 介入 に よ って民 間部 門が こ う
む る負担 を 「コス ト」 と して認識 す る姿勢 が ま っ
た く欠 けて い るので は,過 剰介入 体質 が改 ま らな
いの は当然 で あ る。責任 を明 らか に して,政 府 が
応 分 に コス ト負担 す ることが求 め られ る所以 であ
る。
会社人 間 をモデ ル扱 いす る政府 が 「働 く女性 」
につ いて は 「出産,育 児 や家庭責 任 の問題 を無 視
す るこ とはで きな い」働 と して少子 化政 策 の必要
を 議 論 す るの は非 整 合 性 の 目立 っ 議 論 で あ る。
「会 社人 間」 が モ デル扱 い され る社 会 で は こ う し
た非対称 性 の認定 はその まま性 差別 にっ なが る恐
れ が あ る。就 業 と家 事 ・育児 の トレー ドオ フ(100)
に直面 す るの は女 性 だ けで はな い,と い う単純 な
ことを政府 は相変 わ らず認 あよ うと しな い。 そ し
て女性 の 「勤 続年数 が短 い」(101)ことのみ に注 目 し
て(102),「長 期 ・終身雇 用 を前 提 に仕 事 を考 え る男
性 と,家 庭 や生 活 を前 提 と して仕事 を考 え る女 性
の違 い」(103)として 「女性 の望 む働 き方」論 にっ な
げて しま う。 「女 性 の活 用 にあ た って問題 とな っ
て い る」(104)「法制上 の制約 」(105)をな くす ことを当
面 の課 題 と して戦略 的 に こ うした単純 な立場 を打
ち出 して い るの だ ろ うが,た とえ法 制上 の制約 を
な くして も,賃 金格差 をは じめ とす る男女 間格差
が縮小 しきれな い ことは均等 法改正 後 にす ぐに問
題 にな る。 す ぐに 「立 場」 を変 え る必要 が ない安
定 した言説 こそが政府 に はふ さわ しい。
第4節 結語
日本 の行政 は,戦 後50年 に日本社会が経験 し
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た急速な復興 と成長に伴 う不利益が特定の経済主
体 に集中 して負担されないよ うに調整す ることに
は実績を示 して きた。「歴史的」な意味 しかない価
値規範を政策優遇 して様 々なコス トを生 じさせて
きたことにっいて,き ちん と配慮 し応分 に責任 を
果たす姿勢 を示 さず,国 民の不安を煽 るような現
状 には改善 の余地が大 きい。すでに一定 の豊かさ
が達成 されたのだか ら,今 後 は 「時代の大 きな流




す る従来の 「公共性」 とは違 った 「公共性」を供
給す ることが政府の重要な役割 となる。それを政
府が確実に行 うことが明 らかな ら,合 理的な改革
にまで人々の不安が高まるようなことはない。経
済白書や国民生活白書 のよ うな媒体で,公 平で信
頼で きる国民生活の現状評価 と将来展望を示す こ
との意味はそこにある。社会 の表層が変化 して も
通底する法則を大事 にした 「共通認識」を大衆 レ
ベルに供給す ることは安定 した政策環境を作 り出
す ことにも役立っ。政府 自身がバ ランスのとれた
価値基準を獲得 して,多 様な生 き方を支援するよ
うな制度,と い う7年 版 の掲げた名 目を実行 に移













に,男 性 にも 「同 じ質問をする」 ことで著 しい改





(3)平 成9年 版 経 済 白書 は 「改革 へ本 格 起動 す る日本 経 済』 と
い う副題 で公 表 され た。
(4)7年 版 第1部 第3章 第1節
(5)7年 版,p.92,pp.105-7
(6)平 成8年 版 国民 生 活 白書(以 下,8年 版 と略 称),pp.79-
82。 役 割分 担意 識 に っ いて 「夫 は仕 事,妻 は家庭 」(8年 版,
p.255)と い う簡 略化 した表 現 を用 い る と 「女 性 の仕 事」と い
うニュ ア ンスが薄 れ る ことに注意 が必要 で あ る。
(7)最 近 の国 民 生 活 白書 で は少 子 化 問題 が ひ とっ の 焦 点 な の
で,以 下 で は育児 を 含 む家事 労働 時 間 の扱 い に専 ら注 目す る
が,自 由時間 を どん な活動 に振 り向 けるか は もちろん個 人 の
裁 量 に任 され る ことで あ る。
⑧ 「「会 社 人間 」的 な行 動 の合 理性 は減退 して くる」(7年 版,
p.67),「 会 社人 間 が 自 らの合 理性 を問 い直 す こ とが 求 め られ
よ う」(7年 版,p.82)ほ か 。
(9)9年 版,P.79
(10)平 成9年 版 国民 生活 白書(以 下,9年 版 と略称)は 「働 く女










{191結 婚観 につ いて 「女性 の意識 は変 化 して い るが,男 性 が そ
の変 化 に対応 しきれて い な い」(7年 版,p.100)と 言 いな が
ら,「 女性 は相対 的 に学 歴 の高 い相 手 を望 む と いわれ て い る」
(7年 版,p.104)と い う 「変 わ らな さ」を援 用 した りす るの で
は首 尾一 貫 した像が 伝 わ って こな い(山 田[1996])。 国 民性 研
究 の蓄積 は,日 本人 の 「変 わ らな い」 国民 性 の核 を見 つ けて
お り,若 い世 代 に は か え って伝 統 回 帰 さ え見 られ る と い う
(林[1995][1996])。7年 版 には,「社 会 階層 と社 会移 動 全 国調
査(SSM調 査)」 の階層 意識 研究(原(編)[1990])を 援用 し
て いる と思 われ る 「意識 を形 づ くる もの と して,物 心 つ い た
と きの豊 か さの度 合 い,都 会 で育 った か地方 で育 ったか,受
け た教 育,働 い た と き の状 況 な どが 主 要 な も の と考 え られ
る」(p.145)と い う箇所 が あ るの だが説 明 が不 十分 で,読 み
手 に は議論 の根拠 が よ くわ か らな い。
¢①7年 版,p.66
⑳ 同年 版経 済 白書 の 「簡 素 で効率 的な政 府」 論(大 澤[1996]
参照)と も一貫 して い る。
⑳ 優 遇 面 だ けが強調 され が ちだが,9年 版 第5章 の国 際比較
に詳 しいよ うに優遇 して い る面 だ けで はな い こ とに注意 が必
要 で あ る(八 代[1983],飯 野[1993])。8年 版 で は専業 主 婦 の
安 心 と して 「妻 の年金 権」(p.88)と 表記 して い たの に,9年
版 で は 「女性 の年金 権 」 と表記 して い る。 基礎 年 金部 分以 外
の年 金権 の分 割 は認 め られて いな い こ とを考慮 す る と,9年




㈲ 私事 と自己決定 につ いて は山 田[1987],加 藤[1997],個 人
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的 な問 題 にお け る政 治 性 につ い て は吉 澤[1997]参 照 。






(32主 婦 論争(上 野[1982])や 専 業主 婦 廃止 論(宮 台[1997])。
X33}8年 版,P.82
(34}8年 版,p.54。 この よ うに一見 す ると平 易 な言 葉 遣 い に
様 々 な意 味が 込 め られ て いて,注 意 して読 まな い と事実 が 正
確 に把 握 で きない。 こ う した難 解 さ は国民生 活 白書 に はいか
に も不 適 切 で あ る。
鮒8年 版,p.105





f41)子 ど もの数 が少 な くな った か らとい って機能 低 下 を言 うの
は 「質 」 を無 視 した乱暴 な議論 であ る。 介護 につ い て も平 均




(45)「女性 が働 くとい う新 しい動 き」(9年 版,P.1),「 家事 の負





(49}「女 性 の晩婚 化 」(9年 版,p.101)と 言 わ れが ち な こ とに対
して,8年 版 が 「男 の非婚 願望 」(p.83)と い うコ ラムを配 し
たの は 白書 執 筆者 のバ ラ ンス感 覚 の あ りか を わず か に うかが
わせ た。9年 版 で男 女 の非対 称 な扱 いを注 意深 く避 けて い る
の は,男 女 を問 わ な い労 働 時間 の 「適 正化 」(p.72,p.100)
と,機 会均 等 法 の改正 に触 れて 「男女 の機会 均等 」(p.74)
に言及 した箇 所 の みで あ る。
(5018年 版,PP.84-5
61)も ち ろん 「年 老 い た親 の面倒 を見 て いるの は誰 な のか」 と






X571こ こに は 「階 層 の再 生産 」 に果 た す家族 の役割 の根 強 さ と
い う社 会学 者 を悩 ませて きた問題 意識 は ま った くうか がえ な
い(直 井 ・盛 山(編)[1990])。 「女 の子 にっ い て は,男 の子 と
違 い 「家族 や周 りの人 たち と円満 に明 る く暮 らす」 の み に回
答 が集 中 す る傾 向 が 強」(7年 版,p.119)く,男 の子 と女 の 子
で身 にっ け させ た い学 歴 に差 が あ る(7年 版,pp.124--5)子
育 て が見 られ る 日本 で は,親 が 人的 資本 の蓄 積 や性 別分 業 意
識 に 与え る影響 を無視 で きな い。
(58?7年 版,p.124
(59)同 ヒ
(sayBecker[1991]は 家族 の果 たす役 割 の大 き さを認識,評 価
して い るの で,政 府 の 「家族 政 策」 が か え って家族 の機能 を




























188)桑 原 ・連 合 生 活 総 合 研 究 所(編)[1997]
(8917年 版,P.51
(901「 た と え ア メ リカ の 大 学 生 が 勉 強 す る の が,功 利 的 な 動 機
か らで あ っ た と して も」(8年 版,p.36)の よ うに,国 民 生 活
白 書 で は こ の 言 葉 は マ イ ナ ス の 意 味 を 持 た さ れ て い る。
⑲1>7年 版,p.60
価7年 版 も 「新 しい 「仕 事 人 間 」 意 識 」(pp.83-7)と して 言
及 し て い る 。
(93)8年 版 は 「安 全 で 安 心 な 生 活 の 再 設 計 』 と い う副 題 で 公 表









(102)「 女 子 の 活 用 に あ た っ て,ど の よ う な 問 題 点 が あ り ま す
か 」 と い う問 い に対 す る 回 答(9年 版,p.50)。 複 数 回 答 で,
2番 目 に 多 い の は 「家 庭 責 任 を 考 慮 す る必 要 が あ る」 と い う
も の で あ る。 これ は 「職 場 で は 「男 性 優 遇 」」(同,p.41)の




(IOfi)総 務 庁 青 少 年 対 策 本 部(編)
績 もす で に あ る。
[1996]の よ うなす ぐれ た実
8 家事労働のない生活=国 民生活白書のみた現代家族
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